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研究成果の概要（和文）：　近年、人材を通じた企業の競争優位を説明する鍵概念の１つとして、「人的資源管
理（HRM）」施策に対する従業員・管理者の原因帰属（HRM attributions：HRM帰属）」概念に注目が集まりつつ
ある。HRM帰属とは、組織が「なぜ」当該のHRM諸施策（採用、教育、評価、報酬等）を実施しているかに関する
従業員・管理者の原因帰属（認知的推論）を意味する。本課題では、「HRM帰属」を中核概念に据えた新たな
「人的資源管理―競争優位」関係のモデル構築にむけた理論的・実証的研究を行った。具体的には、日本版HRM
帰属の測定尺度の開発、HRM帰属の先行要因の特定化、HRM帰属の結果要因の特定化等を行った。

研究成果の概要（英文）：　In recent years, attention has focused on the concept of "HRM 
attributions" as one of the key concepts to explain a company's competitive advantage through its 
human resources management (HRM) initiatives. HRM attributions refer to employees' and managers' 
causal attributions (cognitive inferences) about "why" an organization implements the HRM practices 
(e.g., hiring, training, evaluation, and compensation). In this project, we conducted theoretical 
and empirical research to construct a new model of the HRM-competitive advantage relationship with 
HRM attribution as a core concept. Specifically, we developed a Japanese version of HRM attribution 
measures, identified antecedents of HRM attribution, and identified consequences of HRM attribution.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　本成果の意義は大きく2点ある。第1に、本研究ではHRMの帰属次元に独自の帰属因子があることを提起し、そ
の測定法を提起したことである。既存のコスト及びウェルビーイング帰属に加え、新たに「戦略適合帰属」と
「流行追従帰属」の帰属次元を理論的に提起し、4次元からなるHRM帰属の定量的な測定法を確立した。第2に、
HRM帰属の各因子が、従業員の内発的・外発的動機づけに対して、異なる影響を有していることを解明したこと
である。特に、戦略適合帰属は自己決定度の比較的高い動機づけを高めるが、流行追従帰属は、自己決定度の低
い動機づけしか高めないことが確認された。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
９０年代に米国で萌芽した「戦略的人的資源管理」（Strategic HRM: SHRM）の一連の研究に
おいて、企業の人事部の役割（e.g., Brown et al., 2017）、及び人事部が設計し運営を推進する
「HRM施策」（e.g., Jiang et al., 2012）と企業の競争優位性との関係に関する種々の検証・解
明が行われてきた。過去３０年における SHRM研究がもたらした進捗は、大きく分けて２つあ
る。第１は、高業績企業が採用している採用、評価、教育、報酬などの制度の特徴、すなわち「高
業績HRMシステム」（high-performance work systems）を構成する要素の特定化が進んだ点
であり、第２は、高業績HRMシステムが組織成果に結びつくメカニズムの解明が徐々になされ
つつある点である。 
しかしながら、近年、施策の中身とその効果に着目する上記「制度論的視点」からの研究には
限界があることが指摘されつつある（e.g., Bowen & Ostroff, 2016）。例えば、「業績連動型の報
酬制度」が従業員の動機づけや職務成果に正の効果を与えるとする報告（Alfes et al., 2012）が
ある一方、他方で効果なし、あるいは負の効果を与えるとする報告（Jensen et al., 2013）もあ
る。このことは、同一の人事施策であっても、個人の態度的・行動的効果は一様ではなく、制度
や施策の「内容」そのもの（= what）の効果やその効果の「過程」（= how）に焦点を当てた既
存のHRMの理論的枠組みに限界があることを示している。 
 
２．研究の目的 
この限界を超える１つの可能性として、HRM 施策に対する従業員・管理者の帰属（HRM 

attributions：施策がなぜ実施されているのかに関する認知的推論、以下「HRM帰属」）の効果
を含めた「認知論的視点」から切り込む重要性が指摘されつつある（e.g., Sanders & Yang, 2016; 
Shantz et al., 2016）。そこで、本研究では、社会心理学の帰属理論を応用し、HRM施策が「な
ぜ実施されているのか」（= why）に関する個人の認知的推論に関する以下の 2つの課題に取り
組むこととする。第 1 に、日本企業に勤務する従業員が自社の HRM 施策をどのように原因帰
属しているのかを定量的に明らかにする。本研究では、HRM帰属研究を日本で実施するにあた
り、日本の文脈や人事慣行を考慮した従業員の HRM 施策に対する帰属に関する新たなモデル
の提起を試みる。 
第 2 に、個人の認知的帰属が主要な行動の動因となるという帰属理論の基本的前提に立ち、
従業員の HRM 施策の帰属パターンの違いが、従業員や組織の成果にいかなる影響を与えるの
かを明らかにする。この作業を通じ、従業員のHRM施策に対する異なる帰属パターンの特徴を
浮かび上がらせることを試みる。 

 
３．研究の方法 
 上記の研究目標を達成するため、本研究では、既存文献の体系的な書誌レビュー
（bibliographic review）、人事部門及び経営者、従業員を対象とした定性的インタビュー調査、
日本版 HRM 帰属尺度開発のための定量調査、HRM 帰属の先行要因・結果要因を特定するための大
規模な時系列定量調査などを実施した。 
 
４．研究成果 
 本研究の主要な貢献は大きく２つある。第１に、本研究では HRM の帰属次元に独自の帰属因子
があることを提起し、実証的に確認したことである。既存のＨＲＭ帰属研究では、（1）HRM 施策
はウェルビーイング増進目的で実施されるという帰属と（2）コスト削減目的で実施されるとい
う帰属の２つの分類法がよく適用され、それらの個人や組織への効果の違いに焦点が当てられ
ていた。具体的には、前者は組織や職務に対して肯定的な態度や行動につながる可能性が示され
ている一方、後者は否定的な態度や行動につながる可能性が提示されてきた。本研究では、人事
部門や経営者へのインタビュー等を通じ、ＨＲＭ帰属にはさらに異なる次元や要素が含まれる
ことを確認し、新たに「戦略適合帰属」と「流行追従帰属」の２つの帰属次元を提起した。前
者の 「戦略適合帰属」は、自社の HRM施策が、上位の経営戦略に適合させる目的で実施
されていると従業員が原因帰属（認知的推論）することを意味する一方、「流行追従帰属」
は、自社の HRM施策が、流行に追従ないしはキャッチアップする意図で導入されていると
従業員が原因帰属することと定義した。これらのHRM帰属次元を測定する尺度として、既
存研究で確立されているコスト帰属とウェルビーイング帰属の測定項目に加え、新たに「戦
略適合帰属」と「流行追従帰属」を測定する複数の項目を追加した日本版 HRM帰属尺度を
作成した。定量的データを用いて、この新尺度について複数の信頼性と妥当性検証作業を行
ったところ、いずれも良好な結果が得られ、日本版 HRM帰属４因子尺度を以降の研究で実
装することが可能となった。 
 第 2 に、上記の HRM 帰属因子のそれぞれが、従業員の内発的・外発的動機づけに対し
て、異なる影響を有していることを解明したことである。特徴は大きく 2点ある。第 1に、
ウェルビーイング帰属と戦略的適合帰属は、動機づけの効果において類似した傾向をもち、



さらに両者ともに、自己決定度の比較的高い動機づけを高めていることが確認された。すな
わち、ウェルビーイング目的や戦略への適合目的で自社の HRM施策が設計・運用されてい
ると帰属した従業員は、知識、達成、刺激などのやりがいや楽しみを源泉とする「内からの
行動」をとりやすくなる傾向が示された。第 2に、流行追従帰属は自己決定度の低い取り入
り調整や外的調整の動機づけを高める効果を持っていたことも確認された。つまり、自社の
HRM施策が流行に追従する意図で実施されていると認知した従業員は、自発性ではなく何
らかの外的な強制力により動機づけられた行動をとる傾向があることが示唆された。 
 以上の成果は、既存の HRM 制度の実施内容とその効果に特化した研究では浮き彫りに
することが困難なものであり、既存研究の枠組みを大幅に発展させ、個人の「原因帰属」の
視点を取り込むことにより可能となった成果である。一方で、HRM帰属とサステイナビリ
ティ（財務的、社会的、環境的な結果）との関係などは本課題で深く掘り下げることができ
なかった。今後、持続可能なパラダイム化での HRM帰属研究も解明していく必要があるだ
ろう。 
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